
施策名

施策の概要

達成すべき目標

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度
当初予算（ａ） 50,943 55,743 49,028 44,482
補正予算(b) 3,502 1,597 0 351,933

繰り越し等（ｃ） 22,323 23,416 17,111 4,772
合計（ａ＋ｂ＋ｃ） 76,768 80,756 66,139 401,187

31,773 39,220 60,882

基準値 目標値
１９年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２４年度

52 52 51 48 46 - 50

- - - - -
基準値 目標値
１９年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２４年度

20 20 20 20 20 - 25

- - - - -
基準値 目標値
９年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２７年度

12 6.8 6.3 5.5 5.1 - 5.0

- - - - -
基準値 目標値
１５年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２２年度

71 54 52 42 36 - 51

- - - - -

実績値

一般廃棄物の最終処分量
（百万トン）

年度ごとの目標値

527,933

施政方針演説等の名称

（環境省22-15）

予算の状況
（百万円）

執行額（百万円）

目標管理型の政策評価に係る評価書の標準様式
別紙２

目標４－３　一般廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等）

一般廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等を推進する。

一般廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等について施策の総合的かつ計画的な推進を図る。

区分

施策に関する評価結果

年度ごとの目標値

実績値

実績値

目標の達成状況

○平成21年度の一般廃棄物の排出量は46百万ﾄﾝ。平成24年度の目標
値である50百万ﾄﾝを下回っていることから、現時点で目標を達成してい
る。総量及び国民一人当たりの排出量ともに平成12 年度以降減少する
傾向にあり、平成21 年度は、前年度に比べそれぞれ1,860 千トン／年、
39g／人・日減少している。
○平成21年度の一般廃棄物のリサイクル率は20％。平成24年度の目
標値である25％を下回っていることから、現時点では目標を達成してい
ない。、毎年着実に増加してきたが、平成19 年度以降は横ばいで推移
している。
○平成21年度の一般廃棄物の最終処分量は5.1百万ﾄﾝ。平成27年度の
目標値である5.0百万ﾄﾝを上回っていることから、現時点では目標を達
成していない。最終処分量は、毎年順調に減少している。
○平成21年度の一般廃棄物焼却炉からのダイオキシン類の排出量は
36ｇ－ＴＥＱ/年。平成22年度の目標値である51ｇ－ＴＥＱ/年を下回って
いることから、現時点で目標を達成している。また、排出量は、着実に減
少している。
○循環型社会形成推進交付金の活用等により、市町村が広域的かつ
総合的に施設整備を行うなど地域における循環型社会づくりが進展し
つつある。
○以上のことから目標達成に向けて着実に進展している。

○東日本大震災により発生した災害廃棄物の処理にあたり、環境省で
は、被災自治体に対し人的・技術的支援（職員・専門家の派遣、災害廃
棄物処理に関する通知の発出等）及び財政的措置（災害廃棄物処理事
業に係る経費に対し交付する補助金の補助率の嵩上げ）を講じることに
より、被災市町村による災害廃棄物の処理を支援した。

年度ごとの目標値

実績値

測定指標

一般廃棄物焼却炉からの
ダイオキシン類の排出量
（ｇ－ＴＥＱ/年）

一般廃棄物のリサイクル
率（％）

1
一般廃棄物の排出量（百
万ﾄﾝ）

2

4

3

年度ごとの目標値

施策の予算額・執行額等

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

年月日 関係部分（抜粋）

527,933
２４年度要求額



学識経験を有する者の知
見の活用

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

担当部局名
平成23年
6月

目標期間終了時点の総括

山本　昌宏作成責任者名 政策評価実施時期

東日本大震災に伴い発生した災害廃棄物の処理にあたり、国立環境研究所を中心として立ち上げた震
災対応ネットワークの知見を活用し、災害廃棄物処理に関係する各種指針を取りまとめた。

廃棄物対策課


